
１ はじめに

油脂によるフライ調理は，短時間で確実・大量に食品

を加熱することができるため，食品製造現場において頻

繁に利用される。一方，油脂は空気や熱・光などにより

劣化しやすく，その流通・保存には注意を要する。事実，

昭和３９年には即席めんの劣化油脂が原因となった大規模

な食中毒事件も発生している。近年の包装技術の進歩に

より劣化油脂に関する食中毒は大幅に減少しているが，

食品製造現場においては依然として油脂を含む食品に対

する苦情（特に劣化臭）は多い。

油脂の劣化度を判断する基準としては，加水分解によ

り生成する遊離脂肪酸の量を示す酸価（AV），油脂の二

重結合に付加した酸素の量を示す過酸化物価（POV），
油脂が酸化した後さらに分解してできる低分子化合物の

量を示すカルボニル価（CV）などがある。厚生労働省

では，油脂食品の安全性を確保するために，即席めん類

については食品衛生法の規格基準によりAV３以下，

POV３０以下とする基準を定めている。また，「弁当及び

そうざいの衛生規範」においては，AVが２．５，CVが５０
を超えたフライ油は新しいものと交換することが奨励さ

れている。フライ油やフライ調理した食品は，高温で加

熱された結果，油脂の酸化劣化が進行して低分子化合物

（カルボニル化合物）が増加する傾向があり，これが変

敗臭の原因となっている。そのため，CVは高温加熱調

理された油脂食品の劣化度を判定する指標として最も適

しているとされている。しかし，従来のCV（ベンゼン

法）測定法は，操作が繁雑で有害な試薬（発がん性）を

用いることからあまり利用されていない。

このような背景から，宮城県では東北大学と共同で新

しいCV測定法の開発に着手し，２－プロパノール１，２）お

よび１－ブタノール３，４）を溶剤に用いた方法を開発した。

これらの方法はベンゼン法と比較して，使用する溶剤の

毒性も低く，操作も簡便である。ブタノール法は現在，

基準油脂分析法の暫定法および食品衛生検査指針５）の参

考法として採用されている。しかし，ブタノール法はフ

ライ油を対象とした測定法であり，食品から抽出した油

脂への適用が検討されていない。そこで，各種食品の

CV（ブタノール法），POV，AVを測定することで，食

品抽出油脂へのブタノール法の適用性を検討するととも

に，市販食品の酸化劣化度を調査した。

２ 方 法

２．１ 試料および油脂の抽出方法

試料は，市販の油脂食品１２種２２検体を用いた。

試料からの油脂の抽出は，エーテル抽出法を用いた５）。
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いことから，油脂食品の評価に有効な手法と思われた。
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図１ カルボニル化合物と２，４－ジニトロフェニル

ヒドラジンの反応

２．２ 測定方法

CVは，既報３）に従い測定した。すなわち，試料油５

～５０mgを含むブタノール溶液１mlを，塩酸酸性にした

０．０５％の２，４－ジニトロフェニルヒドラジン溶液１ml
と，４０寿で２０分反応させた。反応終了後，８％ KOHの
１－ブタノール溶液８mlを加えてアルカリとした。遠心

分離後，上層を採取し，カルボニル化合物と２，４－ジニ

トロフェニルヒドラジンの反応で生成した２，４－ジニト

ロフェニルヒドラゾン（図１）に基づく４２０nmの吸光度

を測定した。カルボニル化合物量は２－デセナールを標

品として作成した検量線から算出し，CVは，試料油脂

１gあたりのカルボニル化合物量（μmol）で表した。

AV，POVは，食品衛生検査指針５）に準じて測定した。

２．３ 自動酸化したポテトチップスの調製

ポテトチップスを開封し，４０寿の暗所に放置すること

で，自動酸化させた。POVが大幅に上昇した場合（POV
＞５０）は，正確なカルボニル価を測定することができな

いため，暗所放置とした。

３ 結果および考察

３．１ 食品抽出油脂へのカルボニル価（ブタノール法）

の適用性

各種食品（２７検体）のエーテル抽出油脂のCV（ブタ

ノール法）を３回測定した結果，変動係数（％RSD）は

いずれも１０％以下であった（表１）。前報２）のフライ油

を試料としたCV測定においても，ベンゼン法を用いた

場合の変動係数が１０～２０％であるのに対して，改良法で

は１０％以内であった。ベンゼン法では，反応最終溶液中

の色素が経時的に退色するが，ブタノール法では色素の

退色が少ない（１時間程度安定）ため測定精度が高いと

考えられる。このように，本CV（ブタノール法）測定

法は，精度の高い測定法であり，食品抽出油脂のCV測
定にも十分適用可能なことがわかった。

表１ 食品抽出油脂の油脂劣化指標値

図２ ポテトチップスの自動酸化による過酸化物価と

カルボニル価の経時変化

３．２ 自動酸化したポテトチップスの評価

ポテトチップスを経時的に自動酸化させ，エーテル抽

出物のCV，POV，AVを測定した。本条件で酸化させて

もAVは上昇しなかったが，POV，CVは経時的に上昇し

た（図２）。このように本法は，酸化初期の微量なカル

ボニル化合物の増加量も測定することが可能であった。

以上のことから，CVはPOVと同様に油脂食品の自動酸

化による劣化の程度を評価できることがわかった。

３．３ 各種市販食品の酸化劣化度

市販の即席麺（４検体），油麩（８検体），その他の油

脂食品（９検体）のエーテル抽出物のCV，POV，AVを
測定した（表１）。POVやAVは滴定法で測定する必要が

あるため，一回の分析に多量の試料が必要（POVで０．５
～５g，AVで０．１～２０g）であり，ゆばのように油脂量が

少ない食品の分析が困難であった。また，きなこのよう

に試料が着色（緑色）している場合には，滴定終点の判

定が困難であり，測定することができなかった。一方，

これらのような試料であっても，CVは問題なく測定す

ることができた。
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POVとCVの関係およびAVとCVの関係を図２および

図３に示した。POVが高いとCVも高くなる傾向がみら

れた（R２＝０．４９０）が，AVとCVは必ずしも一致せず

（R２＝０．２６３），AVが低いにもかかわらずCVが高い場

合があった。油で揚げた食品でCVが高い傾向があり，

使用している揚げ油が加熱劣化していて，カルボニル化

合物が増加している可能性が考えられた。油麩は全体的

にCVが高く，かつAVが２．０を超える検体があったが，

これらは揚げ油の管理に注意が必要なことを示している

と思われる。

図３ 各種市販食品の過酸化物価とカルボニル価の関係

図４ 各種市販食品の酸価とカルボニル価の関係

４ まとめ

新しいCV測定法であるブタノール法を食品油脂の測

定にはじめて応用した。この方法は，操作が簡便で精度

が高く，かつ測定用溶剤の毒性が低く使用量も少なくて

よい。特に食品抽出油脂の測定においては，抽出油脂量

が不十分であったり，試料が着色している場合があるが，

本法によれば，試料量が少なくても測定でき，サンプル

の色が測定値に影響を与えることがない。このようなこ

とから，本法は食品製造現場での測定にも適しており，

食品の酸化劣化度を評価するために有効な方法であると

考えられる。

本CV測定法を用いて市販食品の酸化劣化度を評価し

た結果，CVの増加した食品が認められた。いずれも注

意すべき値ではないが，食品製造現場では揚げ油の管理

が重要と思われる。
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